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(57)【要約】
【課題】　記録紙の繊維配向方向と光照射方向との関係
次第では、同じ記録紙であっても、異なる判別結果にな
ってしまう恐れがある。
【解決手段】　画像を形成する記録紙の表面状態を検出
する画像形成装置であって、第１光束と第２光束を出射
する光源と、前記第１光束に照射された状態の記録紙表
面の第１画像、及び、前記第２光束に照射された状態の
記録紙表面の第２画像を撮像する撮像器と、を有し、前
記第１光束の中心の光線を含む直線と前記第２光束の中
心の光線を含む直線とを夫々記録紙表面に投影すると交
差しており、前記第１画像及び、前記第２画像に基づい
て記録紙表面の凹凸に関する情報を検出することを特徴
とする画像形成装置。
【選択図】　図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　画像を形成する記録紙の表面状態を検出する画像形成装置であって、
　第１光束と第２光束を出射する光源と、
　前記第１光束に照射された状態の記録紙表面の第１画像、及び、前記第２光束に照射さ
れた状態の記録紙表面の第２画像を撮像する撮像器と、
を有し、
　前記第１光束の中心の光線を含む直線と前記第２光束の中心の光線を含む直線とを夫々
記録紙表面に投影すると交差しており、
　前記第１画像及び、前記第２画像に基づいて記録紙表面の凹凸に関する情報を検出する
ことを特徴とする画像形成装置。
【請求項２】
　前記光源は、前記第１光束を出射する第１光源と、前記第２光束を出射する第２光源と
を備え、
　前記第１光束の中心の光線と前記第２光束の中心の光線とを夫々記録紙表面に投影する
と、交差する関係であることを特徴とする請求項１に記載の画像形成装置。
【請求項３】
　記録紙表面の領域であって、前記第１光束が照射され、前記撮像器によって前記第１画
像を撮像される領域を第１光照射領域、前記第２光束が照射され、前記撮像器によって前
記第２画像を撮像される領域を第２光照射領域とすると、
　記録紙表面において、前記第１光照射領域は、前記第２光照射領域と共通の領域を有し
ていない前記第２光照射領域とは異なる領域であることを特徴とする請求項１又は２に記
載の画像形成装置。
【請求項４】
　前記撮像器は、前記第１画像を撮像する第１撮像器と、前記第２画像を撮像する第２撮
像器とを備え、
　前記第１撮像器は前記第１光照射領域から記録紙表面に略直交する方向にずれた位置に
配置され、前記第２撮像器は前記第２光照射領域から記録紙表面に略直交する方向にずれ
た位置に配置されていることを特徴とする請求項３に記載の画像形成装置。
【請求項５】
　前記撮像器を記録紙表面に投影すると、前記第１光源、前記第２光源、前記第１光照射
領域、前記第２光照射領域の夫々の中心を記録紙表面に投影し、それら４点を結んで形成
される四角形の領域内に位置すること特徴とする請求項３に記載の画像形成装置。
【請求項６】
　記録紙表面の領域であって、前記第１光束が照射され、前記撮像器によって前記第１画
像を撮像される領域を第１光照射領域、前記第２光束が照射され、前記撮像器によって前
記第２画像を撮像される領域を第２光照射領域とすると、
　記録紙表面において、前記第１光照射領域は、少なくとも一部に前記第２光照射領域と
共通の領域を有していることを特徴とする請求項１又は２に記載の画像形成装置。
【請求項７】
　前記第１画像が撮像した記録紙表面と、前記第２画像が撮像した記録紙表面とでは、記
録紙表面の繊維配向方向に対する光束を照射された方向が異なることを特徴とする請求項
１乃至６のいずれか一項に記載の画像形成装置。
【請求項８】
　前記検出された記録紙表面の凹凸に関する情報に基づいて、記録紙に画像を形成する条
件を制御することを特徴とする請求項１乃至７のいずれか一項に記載の画像形成装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、撮像手段によって撮像された表面画像に基づいて記録紙の表面状態を検出す



(3) JP 2012-181555 A 2012.9.20

10

20

30

40

50

る画像形成装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　複写機、レーザービームプリンタ等の画像形成装置は、記録紙に現像装置によって可視
化された現像剤像を所定の転写条件にて転写し、転写された記録紙を所定の定着条件にて
加熱及び加圧することにより現像剤像を記録紙に定着させている。
【０００３】
　従来、かかる画像形成装置においては、例えば、画像形成装置本体に設けられた操作パ
ネル等に記録紙としての記録紙のサイズや種類（以下、紙種ともいう）がユーザによって
設定されている。そして、その設定に応じて転写条件（例えば転写バイアスや転写時の記
録紙の搬送速度）や定着条件（例えば、定着温度や定着時の記録紙の搬送速度）が制御さ
れている。
【０００４】
　また近年では、記録紙の表面状態をエリアセンサによって撮像し、撮像した表面画像か
ら表面平滑度を検知して、記録紙の種類を判別し、その判別結果に応じて転写条件あるい
は定着条件を制御する手法が提案されている（特許文献１参照）。このように、記録紙の
表面をエリアセンサによって撮像する手法は、表面の凹凸に起因して生じる陰影を直接的
に撮影しているため、判別精度が優れている。特にコート紙（光沢紙）とノンコート紙（
普通紙）を区別する時のように、凹凸の有無あるいはその大きさや深さが視覚的にはっき
りと区別できる記録紙の判別において優れた精度が得られている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００４－３８８７９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、例えば記録紙としての一般オフィス用紙を判別する場合などにおいて、
表面の凹凸に起因して生じる陰影の様子は用紙の繊維配向方向（漉き目方向）によって大
きく異なる。即ち、用紙の繊維配向方向と直交する方向から光を照射すると表面の凹凸の
様子が強調されたコントラストの高い撮影像が得られるが、繊維配向方向と同一方向から
光を照射した場合には凹凸に起因した陰影が出づらくコントラストの低い撮影像となって
しまう。このため、同一の用紙であっても縦通紙した場合と横通紙した場合では、両者の
撮影像のコントラスト差が激しく、異なる判別結果になってしまう場合があった。
【０００７】
　このような課題に対し、特許文献１では、大半の記録紙の繊維配向方向が縦方向あるい
は横方向に対して一致（０°）もしくは±１５°以内に収まっていると仮定し、記録紙の
搬送方向に対して光を１５°～７５°の範囲で斜めに照射している。そして、その照射領
域をエリアセンサで撮像することにより、判別精度の向上を図っている。ところが、記録
紙の繊維配向方向は、製造過程における記録紙の原材料の配合率によって異なる。このた
め、近年のように、様々な製造拠点での製造過程を経た記録紙の繊維配向方向は、多種多
様であり、必ずしも記録紙の縦方向あるいは横方向に対して一致（０°）もしくは±１５
°以内に収まっているとは限らない。従って、特許文献１のように、一方向からの光が照
射した領域を１箇所撮像するのみでは、記録紙の繊維配向方向と光照射方向との関係次第
では、同じ記録紙であっても、異なる判別結果になってしまう恐れがある。
【０００８】
　本発明の目的は、上記課題に鑑みてなされたものであり、いかなる繊維配向方向の記録
紙に対しても、記録紙の繊維配向方向と光照射方向との関係に起因する検出結果のばらつ
きを軽減し、判別精度を向上させることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
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【０００９】
　上記目的を達成するために、本発明は、以下のように画像形成装置を構成する。
【００１０】
　画像を形成する記録紙の表面状態を検出する画像形成装置であって、第１光束と第２光
束を出射する光源と、前記第１光束に照射された状態の記録紙表面の第１画像、及び、前
記第２光束に照射された状態の記録紙表面の第２画像を撮像する撮像器と、を有し、前記
第１光束の中心の光線を含む直線と前記第２光束の中心の光線を含む直線とを夫々記録紙
表面に投影すると交差しており、
　前記第１画像及び、前記第２画像に基づいて記録紙表面の凹凸に関する情報を検出する
ことを特徴とする画像形成装置。
【発明の効果】
【００１１】
　以上説明したように、本発明によれば、いかなる繊維配向方向の記録紙に対しても、記
録紙の繊維配向方向と光照射方向の関係に起因する検出結果のばらつきを軽減し、判別精
度を向上させることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】（ａ）第一実施形態に係るカラー画像形成装置を示す断面図。（ｂ）第一実施形
態に係る画像形成装置の動作の制御を示すブロック図。
【図２】（ａ）第一実施形態に係る記録紙表面検出装置を示す斜視図。（ｂ）第一実施形
態に係る記録紙表面検出装置を示す上視図。（ｃ）第一実施形態に係る記録紙表面検出装
置を示す断面図。
【図３】（ａ）紙（１）の縦方向から光が照射する領域を撮影した表面凹凸像。（ｂ）紙
（１）の横方向から光が照射する領域を撮影した表面凹凸像。
【図４】（ａ）図３（ａ）における表面凹凸像の明度分布を示すヒストグラム。（ｂ）図
３（ｂ）における表面凹凸像の明度分布を示すヒストグラム。
【図５】第一実施形態における紙（１）、（２）に関する明度差の検出結果を示すグラフ
。
【図６】第二実施形態に係る記録紙表面検出装置の課題を示す図。
【図７】第二実施形態に係る記録紙表面検出装置を示す上視図。
【図８】（ａ）第三実施形態に係る記録紙表面検出装置を示す斜視図。（ｂ）第三実施形
態に係る記録紙表面検出装置を示す上視図。（ｃ）第三実施形態に係る記録紙表面検出装
置を示す側面図。
【図９】（ａ）紙（１）の縦方向から光が照射する領域を撮影した表面凹凸像。（ｂ）紙
（１）の横方向から光が照射する領域を撮影した表面凹凸像。
【図１０】第三実施形態の変形例１に係る記録紙表面検出装置を示す上視図。
【図１１】第三実施形態の変形例２に係る記録紙表面検出装置を示す上視図。
【図１２】第三実施形態の変形例３に係る記録紙表面検出装置を示す上視図。
【図１３】（ａ）第四実施形態に係る記録紙表面検出装置を示す斜視図。（ｂ）第四実施
形態に係る記録紙表面検出装置を示す上視図。（ｃ）第四実施形態に係る記録紙表面検出
装置を示す側面図。
【図１４】（ａ）第四実施形態の変形例に係る記録紙表面検出装置を示す正面図。（ｂ）
第四実施形態に係る記録紙表面検出装置を示す側面図。
【図１５】第一実施形態に対する比較形態としての記録紙表面検出装置を示す上視図。
【図１６】第一実施形態に対する比較形態における紙（１）、（２）に関する明度差の検
出結果を示すグラフ。
【図１７】記録紙表面検出装置における課題を説明するための上視図。
【図１８】記録紙表面検出装置における課題を説明するための上視図。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
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　以下に図面を参照して、本発明を実施するための最良の形態を実施例に基づいて詳しく
説明する。ただし、この実施の形態に記載されている構成部品の寸法、材質、形状それら
の相対配置などは、発明が適用される装置や各種条件により適宜変更されるべきものであ
り、この発明の範囲を以下の実施の形態に限定する趣旨のものではない。
【００１４】
　＜第一実施形態＞
　本発明を適用可能な第一実施形態に係る記録紙表面検出装置を備えた画像形成装置につ
いて説明する。なお、以下の説明では、まず第一実施形態に係る記録紙表面検出装置を備
えた画像形成装置を例示して説明し、次いで画像形成装置に用いられる記録紙表面検出装
置について詳しく説明する。
【００１５】
　［画像形成装置の構成］
　第一実施形態にかかる記録紙表面検出装置は、例えば電子写真方式のカラー画像形成装
置で用いられることが可能であり、図１（ａ）はその一例である中間転写ベルトを採用し
たタンデム方式のカラー画像形成装置の内部構成を示す断面図である。
【００１６】
　図１（ａ）に示すカラー画像形成装置には、第１から第４画像形成部を構成する４個の
プロセスカートリッジ３１（３１Ｙ，３１Ｍ，３１Ｃ，３１Ｂｋ）が装着されている。各
画像形成部は、順にイエロー、マゼンタ、シアン、ブラックの各色画像を形成するもので
あり、トナーの色が異なる以外は同じ構成である。そこで、図１（ａ）に示した符号Ｙ，
Ｍ，Ｃ，Ｂｋはそれぞれ、イエロー、マゼンタ、シアン、ブラックの各画像形成部に対応
した部材を示すが、以下の説明では、特に色を区別する必要がない場合には、符号Ｙ，Ｍ
，Ｃ，Ｂｋは省略する。
【００１７】
　まず図１（ａ）を用いて本実施形態に係る画像形成装置の画像形成部の動作を説明する
。制御部１０が印刷画像信号を受け取ると、記録紙Ｐは、給紙カセット１５から給紙ロー
ラ１７及び搬送ローラ１８によって画像形成部へと送り出される。そして、後述の画像形
成動作と記録紙Ｐの搬送との同期をとるための搬送手段であるレジストローラ対１９ａ、
１９ｂに一旦挟持され、停止して待機する。
【００１８】
　一方、制御部１０は、受け取った画像信号に応じて、露光スキャナユニット１１によっ
て露光することにより、帯電ローラ２の作用によって一定電位に帯電した感光体としての
感光ドラム１の表面に静電潜像を形成する。ここで、前記感光ドラム１は、図示しない駆
動モータの駆動力が伝達されて、画像形成動作に応じて時計周り方向に回転するものであ
る。
【００１９】
　現像器８は前記静電潜像を可視化する現像手段である。現像器８には、現像スリーブ５
が設けられており、前記静電潜像を可視化するための現像バイアスが印加されている。こ
のように、感光ドラム１の表面に形成された前記静電潜像は、現像器８の作用によりトナ
ー像として現像される。各感光ドラム１、帯電ローラ２、現像器８は一体化されて、画像
形成装置本体に対して着脱可能な１つのユニットであるプロセスカートリッジ３１を構成
している。
【００２０】
　中間転写ベルト２４は、各感光ドラム１に接触しており、カラー画像形成時に反時計周
り方向に各感光ドラム１Ｙ、１Ｍ、１Ｃ、１Ｂｋの回転と同期して回転する。現像された
各色トナー像は一次転写ローラ４に印加された一次転写バイアスの作用により順次転写さ
れ、中間転写ベルト２４上で多色トナー像となる。その後、中間転写ベルト２４上に形成
された多色トナー像は二次転写ローラ２５とで形成される二次転写ニップ部に搬送される
。これと同時に、レジストローラ対１９ａ、１９ｂに挟持された状態で待機していた記録
紙Ｐがレジストローラ対１９ａ、１９ｂの作用により中間転写ベルト２４上の多色トナー
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像と同期を取りながら二次転写ニップ部に搬送される。そして、中間転写ベルト２４上の
多色トナー像が二次転写ローラ２５に印加された二次転写バイアスの作用により記録紙Ｐ
上に一括転写される。
【００２１】
　定着部２１は、記録紙Ｐを搬送させながら、転写された多色トナー像を溶融定着させる
ものであり、図１（ａ）に示すように記録紙Ｐを加熱する加熱ローラ２１ａと記録紙Ｐを
加熱ローラ２１ａに圧接させるための加圧ローラ２１ｂを備えている。多色トナー像を保
持した記録紙Ｐは、加熱ローラ２１ａと加圧ローラ２１ｂにより搬送されるとともに、熱
および圧力を加えられ、トナーが記録紙Ｐの表面に定着される。トナー像定着後の記録紙
Ｐは、排出ローラ２０によって排紙トレイ１６に排出され画像形成動作を終了する。
【００２２】
　クリーニング手段２８は、中間転写ベルト２４上に転写残トナーとして残ったトナーを
クリーニングするものであり、ここでクリーニングされた転写残トナーはクリーナ容器２
９に廃トナーとして蓄えられる。
【００２３】
　このような一連の画像形成動作は画像形成装置内に設けられた制御部１０によって制御
動作される。
【００２４】
　図１（ａ）の画像形成装置において、本実施形態の記録紙表面検出装置４０は、レジス
トローラ対１９ａ、１９ｂの手前（記録紙搬送方向における上流側）に設置されている。
記録紙表面検出装置４０は、給紙カセット１５から搬送された記録紙Ｐの表面凹凸状態（
表面平滑性）に関する情報を検出することが可能である。記録紙表面検出装置４０による
記録紙Ｐの表面状態の検出は、記録紙Ｐが給紙カセット１５から画像形成部へと送り出さ
れ、搬送手段としてのレジストローラ対１９ａ、１９ｂに挟持されて停止している間に行
われる。
【００２５】
　図１（ｂ）に画像形成装置の動作の制御ブロック図を示す。制御部１０は、記録紙表面
検出装置４０の駆動・演算部４０Ｃから送られてくる検出情報をもとに、各画像形成手段
を最適な画像形成条件に制御して画像形成装置を動作させる。具体的に、制御部１０が制
御する画像形成条件とは、二次転写ローラ２５の二次転写バイアス、定着部２１が備える
加熱ローラ２１ａの定着温度等である。
【００２６】
　［記録紙表面検出装置の構成］
　次に、第一実施形態に係る記録紙表面検出装置４０について説明する。図２は記録紙の
表面凹凸状態を撮像するための概略構成を示す図であり、（ａ）は斜視図、（ｂ）は上視
図、（ｃ）は（ｂ）におけるＡ－Ａ’断面図である。本実施形態に係る記録紙表面検出装
置４０は、光源である照射用ＬＥＤ４２Ａ、４２Ｂ、撮像手段であるＣＭＯＳエリアセン
サ４３Ａ、４３Ｂ、及び、結像手段である結像レンズ４４ＳＡ、４４ＳＢを備える。なお
、記録紙表面検出装置４０は、記録紙Ｐの画像が形成される面と対向するように設けられ
るものであり、図２では、説明の便宜上、図１（ａ）の記録紙表面検出装置４０を１８０
°回転して上下を反転させた状態を示している。
【００２７】
　本実施形態に用いる照射用ＬＥＤ４２Ａ、４２Ｂとしては、高い指向性を有する白色Ｌ
ＥＤ（日亜化学工業製：型番ＮＳＰＷ３００ＤＳ）を用いている。図２（ａ）及び図２（
ｂ）に示すように、第１光源としての照射用ＬＥＤ４２Ａは第１光源の光軸を記録紙に投
影した直線が記録紙の搬送方向と一致するように配置されている。また、第２光源として
の照射用ＬＥＤ４２Ｂは第２光源の光軸を記録紙に投影した直線が記録紙の搬送方向と垂
直になるように配置されている。図２（ｃ）に示すように、これら２つの光源からの光は
それぞれ記録紙Ｐの表面に対して１５°の角度で照射されている。このように、記録紙表
面に対して小さい角度から斜めに光を照射させることにより、記録紙Ｐの表面の凹凸によ
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って生じる陰影を際立たせることが可能となる。なお、記録紙Ｐの表面の凹凸によって生
じる陰影を際立たせるためには、記録紙表面に対して０°より大きく２０°以下の範囲の
小さい角度で光を照射することが好ましい。
【００２８】
　このように記録紙Ｐは特定の方向から光を照射され、表面の凹凸により陰影が生じる。
この陰影が生じた領域（光照射領域）からの反射光は、結像レンズ４４ＳＡ、４４ＳＢに
よって集光されてＣＭＯＳエリアセンサ４３Ａ（第１撮像手段）、４３Ｂ（第２撮像手段
）に導かれる。第１エリアセンサとしてのＣＭＯＳエリアセンサ４３Ａ及び第２エリアセ
ンサとしてのＣＭＯＳエリアセンサ４３Ｂは、その反射光を利用して記録紙Ｐの表面の所
定サイズのエリアの画像をそれぞれ撮像する。その反射光には記録紙Ｐの表面の陰影が生
じた領域（光照射領域）の表面凹凸状態（表面平滑性）が反映されている。ＣＭＯＳエリ
アセンサ４３Ａ、４３Ｂは画像として撮像した撮像領域（光照射領域）内の画素毎に反射
光量に応じて変化する映像電圧信号を検出し、駆動・演算部４０Ｃに出力する。検出手段
としての駆動・演算部４０Ｃは、ＣＭＯＳエリアセンサ４３Ａ、４３Ｂから出力された映
像電圧信号を受け取るとこれをＡ－Ｄ変換し、変換後の２５６階調のデジタル信号（明度
情報）から算出したコントラスト（明度差）を検出し、制御部１０へ出力する。つまり、
検出手段としての駆動・演算部４０Ｃは、撮像手段としてのＣＭＯＳエリアセンサ４３に
よって撮像された表面画像のコントラストを検出している。また、駆動・演算部４０Ｃは
、照射用ＬＥＤ４２の光量や発光タイミングを駆動制御している。ここで、ＣＭＯＳエリ
アセンサ４３及び駆動・演算部４０Ｃは、記録紙表面検出装置４０に備えられている。
【００２９】
　本実施形態において、ＣＭＯＳエリアセンサ４３Ａ、４３Ｂの有効画素サイズは縦１．
５ｍｍ×横１．５ｍｍで６００ｄｐｉの解像度である。これを結像レンズ４４ＳＡ、４４
ＳＢと組み合わせることによって、記録紙表面における縦３．０ｍｍ×横３．０ｍｍのエ
リアを３００ｄｐｉの解像度で撮像できる構成としている。ここで、エリアセンサとは、
縦、横にそれぞれ複数画素の情報を２次元的に１度で撮像可能なセンサのことをいう。図
２に示すように、ＣＭＯＳエリアセンサ４３Ａ、４３Ｂは、照射用ＬＥＤ４２Ａ、４２Ｂ
から光を照射される領域（光照射領域）の真下（記録紙Ｐ表面に略直交する方向にずれた
位置）に設けられている。即ち光照射領域で反射し、結像レンズ４４ＳＡ、４４ＳＢによ
って集光され、ＣＭＯＳエリアセンサ４３Ａ、４３Ｂに導かれる反射光の光軸は、記録紙
Ｐの表面に対し略直交している。
【００３０】
　本実施形態においては、記録紙Ｐの繊維配向方向に対して異なる２方向から光を照射し
、それぞれの光照射領域（第１光照射領域及び第２光照射領域）を表面画像をＣＭＯＳエ
リアセンサ４３Ａ、４３Ｂが撮像している。即ち、第１光源から出射され第１光照射領域
を照射する光の光軸（第１光軸）を含む直線と、第２光源から出射され第２光照射領域を
照射する光の光軸（第２光軸）を含む直線とを記録紙Ｐの表面に投影すると、交差する関
係である。このため、例えば一方の光源の光軸を記録紙Ｐに投影した直線と記録紙Ｐの繊
維配向方向が一致してしまい、表面の凹凸レベルの割にコントラストの低い撮影像しか得
ることができなくても、もう一方の光源の光軸を記録紙に投影した直線は繊維配向方向と
は異なる方向を向くので表面の凹凸レベルを反映したコントラストの高い撮影像を得るこ
とが可能となる。よって、これら二つの撮影像を平均化処理するなどして総合的に勘案す
ることにより、記録紙Ｐの繊維配向方向と光照射方向の関係に起因する検出結果のばらつ
きを軽減し、記録紙Ｐの表面凹凸状態の判別精度を向上させることができる。なお、記録
紙の繊維配向方向とは、記録紙表面の繊維の一つ一つが向く方向のその記録紙における平
均の方向のことを示す。
【００３１】
　このような効果を良く表すための具体的な実験例を示す。実験にはＬｅｄｇｅｒサイズ
の普通紙（商品名：Ｘｅｒｏｘ　Ｂｕｓｉｎｅｓｓ（登録商標）　４２００　２０Ｌｂ）
を意図的に斜めに断裁して得たＡ４サイズの紙（１）と、繊維配向方向に縦方向（長手方
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向）で断裁して得たＡ４サイズの紙（２）を用いた。次に紙（１）、（２）をそれぞれ検
出した場合について説明する。尚、得られたＡ４サイズ紙（１）を顕微鏡観察したところ
、繊維方向は紙の縦方向に対して２０°傾いていた。紙（１）を本実施形態における記録
紙表面検出装置を用いて撮影した際に得られる撮影像は図３のようになる。図３（ａ）は
、照射用ＬＥＤ４２Ａによって紙（１）の縦方向と同一方向から光が照射する領域内にお
ける所定サイズのエリアを表面画像としてＣＭＯＳエリアセンサ４３Ａで撮影した表面凹
凸像である。図３（ｂ）は、照射用ＬＥＤ４２Ｂによって紙（１）の縦方向と垂直な方向
（横方向）から光が照射する領域内における所定サイズのエリアを表面画像としてＣＭＯ
Ｓエリアセンサ４３Ｂで撮影した表面凹凸像である。これらの表面凹凸像に対応する明度
情報（デジタル信号レベル）をそれぞれヒストグラム化すると図４（ａ）、図４（ｂ）の
ような分布が得られる。図４（ａ）、図４（ｂ）において、横軸は、各表面凹凸像に対応
する明度情報（デジタル信号レベル）を階級分けして表し、縦軸は、撮像領域内での該当
画素数を頻度として表している。
【００３２】
　駆動・演算部４０Ｃは、明度情報（デジタル信号レベル）のうち明度が最も高い（電圧
が高い）方から順に５つの画素からの信号の平均値Ｉｍａｘを算出する。また、駆動・演
算部４０Ｃは、明度の最も低い（電圧が低い）方から順に５つの画素からの信号の平均値
Ｉｍｉｎを算出する。そして、駆動・演算部４０Ｃは、それらＩｍａｘとＩｍｉｎの差分
である明度差ΔＩをそれぞれの画像に対して求める。図５に、前述した２種類のＡ４サイ
ズ紙（１）、（２）に関する明度差の検出結果を示す。例えば紙（１）の縦方向と垂直な
方向（横方向）から光を照射された領域の像は陰影がはっきりしているので明度差ΔＩ（
１）（ｂ）は大きくなる。そして、紙（１）の縦方向と同一方向から光を照射された領域
では像の陰影の差があまり無いので明度差ΔＩ（１）（ａ）は小さくなる。駆動・演算部
４０ＣはこれらΔＩ（１）（ａ）とΔＩ（１）（ｂ）の平均値である平均明度差ΔＩ（１
）（ａｖｅ）の大きさを求める。同様にして、紙（２）についてもΔＩ（２）（ａ）とΔ
（２）Ｉ（ｂ）を求め、そこから平均明度差ΔＩ（２）（ａｖｅ）を算出した。図５に示
すとおり、Ａ４サイズ紙の縦方向（長手方向）に繊維配向方向を一致させた紙（２）では
ΔＩ（２）（ａ）とΔＩ（２）（ｂ）の差が大きくなる。これに対して、紙の縦方向に対
して繊維配向方向が２０°傾いた紙（１）ではΔＩ（１）（ａ）とΔＩ（１）（ｂ）の差
が小さくなっている。つまり、個々の表面凹凸像の明度差は、紙の繊維配向方向に依存し
ている様子が判る。一方、それぞれの紙（１）、（２）の平均明度差ΔＩ（ａｖｅ）はほ
ぼ同じ値に収束しており、２つの光源を用いて照射した２つの光照射領域をそれぞれ撮像
することによって、検出結果の繊維配向方向に対する依存性が低下していることが判る。
【００３３】
　本実施形態に対する比較形態として図１５に示すような従来公知の一光源一撮像タイプ
の記録紙表面検出装置を試作し、前述した２種類のＡ４サイズ紙（１）、（２）の検出を
行った。照射用ＬＥＤ４２の光軸を記録紙（紙）に投影した直線が記録紙の搬送方向に対
して４５°傾くように、照射用ＬＥＤ４２を配置した構成以外は、本実施形態と同じであ
るため説明を省略する。
【００３４】
　この記録紙表面検出装置を用いて得られた記録紙の表面状態に関する検出結果は図１６
の通りである。Ａ４サイズ紙の縦方向（長手方向）に繊維配向方向が一致するよう断裁し
た紙（２）を検出した際の明度差ΔＩに比べ、紙の縦方向に対して繊維配向方向が２０°
傾いた紙（１）を検出した際の明度差ΔＩが大幅に小さくなってしまっている。つまり、
比較形態では、同一の用紙を検出しているにも関わらず、その検出結果が紙の繊維配向方
向に依存して大幅に変動してしまっている。
【００３５】
　これに対して、本実施形態では、紙の繊維配向方向に対する検出結果の依存性が低くな
り、検出結果のばらつきを軽減できるので、判別精度を向上させることができる。
【００３６】
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　また、本実施形態においては、照射用ＬＥＤ４２Ａ（第１光源）の光軸と照射用ＬＥＤ
４２Ｂ（第２光源）の光軸とが垂直な関係にある構成を用いている。この構成により、記
録紙の表面に対して一方の光照射領域における撮影像の明度差（コントラスト）が低い場
合には、もう一方の光照射領域における撮影像の明度差（コントラスト）が必ず高くなる
。このように、いかなる繊維配向方向の記録紙に対しても、２つの撮影像のコントラスト
を平均化した平均明度差ΔＩ（ａｖｅ）を用いることにより、記録紙の繊維配向方向に起
因する検出結果のばらつきを最も抑えることができる。しかしながら、第１光源の光軸と
第２光源の光軸とが必ず垂直な関係にある必要はない。このことは従来公知の単一光源の
一方向からの光が照射した領域を１箇所のみ撮像する構成と比較すればわかる。つまり、
２つの異なる方向から光を照射することにより陰影の生じ方の異なった２つの領域をそれ
ぞれ撮像し、２つの撮影像の平均明度差ΔＩ（ａｖｅ）を用いることで、検出結果のばら
つきを軽減させることができる。そして、判別精度を向上させることができる。つまり、
第１光源と第１光照射領域とを結ぶ直線を記録紙に投影した直線と、第２光源と第２光照
射領域とを結ぶ直線を記録紙に投影した直線とが交差する関係になるように第１光源及び
第２光源を配置する構成であればよい。
【００３７】
　上述した構成では２つの撮影像の平均明度差ΔＩ（ａｖｅ）を用いて判別を行ったが、
判別方法はこの方法に限定されない。他の方法として、例えば、２つの明度差ΔＩ（１）
（ａ）とΔＩ（１）（ｂ）を足し合わせた明度差を用いて判別する方法。２つの明度差Δ
Ｉ（１）（ａ）とΔＩ（１）（ｂ）の差に応じて２つの明度差の合成比を変える方法でも
よい。また、２つの撮影像のうち例えば明度差が大きい方の撮影像等どちらか一方の撮影
像を用いて判別を行う方法でもよい。この方法でも、一方向からの光が照射した領域を１
箇所のみ撮像する方法と比較して、同じ記録紙であっても異なる判別結果となってしまう
可能性を減らすことができる。
【００３８】
　上述した構成では、第１光照射領域と第２光照射領域とは記録紙Ｐの表面において共通
の領域を有していない別の領域として配置されているが、これら２つの領域が少なくとも
一部に共通の領域を有するように配置してもよい。この場、一方の光源を発光して一方の
光照射領域の撮像する時に、他方の光源を発光しないようにする。つまり、照明用ＬＥＤ
４２Ａ、４２Ｂの発光タイミングを時間的にずらす。これに合わせて撮像のタイミングも
第１光照射領域の撮像と第２光照射領域の撮像とで時間的にずらし、片方ずつ画像の撮像
を行う。撮像した２つの画像は上述したのと同様の方法によって処理されるので説明は省
略する。
【００３９】
　また、本実施形態においては、光源としてＬＥＤを用いたが、例えばキセノンランプや
ハロゲンランプを光源として用いることもできる。要は、記録紙の表面凹凸状態によって
生じる陰影を際立たせるのに十分な光量を照射できる光源であればよい。また、撮像手段
としては、エリアセンサに換えて、記録紙Ｐの搬送方向に直行する方向に画素を配列した
ラインセンサを用い、記録紙Ｐを搬送方向に移動させながら撮像を行ってもよい。また、
ＣＭＯＳタイプのセンサの代わりにＣＣＤタイプのセンサを用いてもよい。要するに、撮
像手段は記録紙の表面凹凸状態を撮像できるようなセンサであればよい。
【００４０】
　また、本実施形態においては、ＣＭＯＳエリアセンサ４３によって撮像された表面画像
のコントラストを検出する検出機能を、記録紙表面検出装置４０の駆動・演算部４０Ｃに
備える構成を例示しているが、画像形成装置の制御部１０に備える構成であってもよい。
また、本実施形態においては、記録紙表面検出装置４０での記録紙の表面凹凸状態に関す
る検出結果に基づき、制御部１０が転写バイアスもしくは定着温度を制御すると説明して
いる。しかしながら、制御対象は、これらに限られるものではなく、制御部１０が、例え
ば潜像形成や現像の各プロセスにおける各種制御パラメータや、一連の画像形成速度（プ
ロセス速度）を制御することも可能である。つまり、制御部１０は、画像形成装置内にお
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ける記録紙に画像を形成する画像形成手段に関する条件であれば、いかなる画像形成条件
を制御するものであってもよい。
【００４１】
　＜第二実施形態＞
　第一実施形態においては、照射用ＬＥＤ４２Ａ、４２Ｂからの照射光を搬送方向下流側
から見てハの字型に広げる配置構成を例示したが、本実施形態では配置構成を工夫した記
録紙表面検出装置４０について説明する。なお、第一実施形態と同様のものついては同じ
符号を付し、配置構成以外の構成については第一実施形態と同様なので説明を省略する。
【００４２】
　図６（ａ）、（ｂ）は、第一の実施形態の図２で示した記録紙表面検出装置において、
ＬＥＤ４２Ａ、４２Ｂを、エリアセンサ４３Ａ、４３Ｂ、結像レンズ４４ＳＡ、４４ＳＢ
に近づけて配置した装置を示している。（ａ）は上視図、（ｂ）は（ａ）におけるＡ－Ａ
’断面図である。ＬＥＤ４２Ａ、４２Ｂから出射され光照射領域を照射する光を、図２（
ｂ）と図６（ａ）で比較すると、図６（ａ）の方が光が広がってしまっている（角度αが
大きい）ことがわかる。このように光が広がり過ぎると、一つの光照射領域の中にコント
ラストの高い部分と低い部分が混在してしまうこととなり、判別アルゴリズムが複雑にな
ってしまったり、判別精度を低下させたりする要因となり得る。このためＬＥＤ４２Ａ、
４２Ｂを、エリアセンサ４３Ａ、４３Ｂ、結像レンズ４４ＳＡ、４４ＳＢからある程度離
して配置する必要がある。また、図６（ｂ）に示すように、記録紙Ｐの法線方向において
、ＬＥＤ４２Ａ、４２Ｂが記録紙Ｐの搬送路に干渉（図中Ｘ付近）してしまう虞がある。
このことからも、ＬＥＤ４２Ａ、４２Ｂを、エリアセンサ４３Ａ、４３Ｂ、結像レンズ４
４ＳＡ、４４ＳＢからある程度離して配置する必要（制約条件）がある。
【００４３】
　本実施形態では、このような制約条件を考慮しつつも、装置の小型化を実現する配置構
成について説明する。図７は本実施形態による記録紙表面検出装置４０の上面図である。
このように照射光が交差するように２つの照射用ＬＥＤ４２Ａ、４２Ｂを配置させるとよ
い。つまり、照射用ＬＥＤ４２Ａ（第１光源）から出射されて第１光照射領域を照射する
光の光軸を記録紙Ｐに投影した線分と、照射用ＬＥＤ４２Ｂ（第２光源）から出射されて
第２光照射領域を照射する光の光軸を記録紙Ｐに投影した線分とが交差する関係である。
この構成によれば、少なくとも光源から光照射領域までの光路において、その光路を形成
するために必要な構成をコンパクトに配置することができる。つまり、第１光源、第２光
源、第１光照射領域、第２光照射領域を記録紙Ｐ表面に投影した時に、これらの構成に占
有される面積を小さく抑えることができる。このため、記録紙表面検出装置の小型化を図
ることができる。
【００４４】
　次に、光照射領域からＣＭＯＳセンサ４３Ａ、４３Ｂまでの光路について説明する。Ｃ
ＭＯＳセンサ４３Ａ、４３Ｂを記録紙Ｐ表面に投影した時に、ＣＭＯＳセンサ４３Ａ、４
３Ｂが照射用ＬＥＤ４２Ａ、照射用ＬＥＤ４２Ｂ、第１光照射領域、第２照射領域の夫々
の中心を記録紙Ｐ表面に投影し、それら４点を直線で結んで形成される四角形の領域に位
置するようにするとよい。このようにＣＭＯＳセンサ４３Ａ、４３Ｂを配置すると、記録
紙Ｐ表面の法線方向から見て、光源から光照射領域までの光路が占有する範囲内に、光照
射領域からＣＭＯＳセンサ４３Ａ、４３Ｂまでの光路を収めることができる。つまり、記
録紙Ｐ表面の法線方向から見て、光源から光照射領域までの光路と光照射領域からＣＭＯ
Ｓセンサ４３Ａ、４３Ｂまでの光路とを重ねることにより、装置を記録紙Ｐの表面に投影
した時に占有する面積を抑えることができる。その結果として記録紙表面検出装置全体と
して更なる小型化を図ることができる。なお、本実施形態では、ＣＭＯＳセンサ４３Ａ、
４３Ｂ（撮像手段）は第一実施形態と同様に、それぞれ光照射領域から記録紙表面に略直
交する方向にずれて配置されている。従って、光源から光照射領域までの光路及び光照射
領域から撮像手段までの光路、及びそれらを形成するために必要な構成の配置は上述した
条件を満たしている。図７に示すように、上述した条件で第１光源、第２光源、第１光照
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射領域、第２光照射領域、撮像手段を配置した検出装置では、図２の検出装置の横幅Ｗに
比べて約半分の横幅（Ｗ×０．５）に削減することができた。
【００４５】
　本実施形態では、第一実施形態と同様に、２つの光源の異なる２方向からの光が照射し
た領域をそれぞれ撮像する構成としたので、記録紙の繊維配向方向に対する検出結果の依
存性が低くなり、検出結果のばらつきを軽減でき、判別精度を向上させることができる。
更に加えて、本実施形態においては、検出装置を小型化することができる。
【００４６】
　＜第三実施形態＞
　図８は記録紙の表面凹凸状態を撮像するための概略構成を示す図であり、（ａ）は斜視
図、（ｂ）は上視図、（ｃ）は側面図である。本実施形態に係る記録紙表面検出装置４０
は、光源である照射用ＬＥＤ４２Ａ、４２Ｂ、遮光手段としての遮光板４６、撮像手段で
あるＣＭＯＳラインセンサ４３Ｌ、及び、結像手段である結像レンズアレイ４４Ａを備え
ている。なお、第一実施形態と同様の構成については説明を省略する。
【００４７】
　本実施形態に用いる光源としての照射用ＬＥＤ４２Ａ、４２Ｂは、スタンダードタイプ
の砲弾型白色ＬＥＤ（ローム社製：型番ＳＬＲ３４３ＷＢＣ７Ｔ）を用いている。図８（
ａ）及び図８（ｂ）に示すように、第１光源としての照射用ＬＥＤ４２Ａは、第１光源の
光軸を記録紙に投影した直線が記録紙の搬送方向に対して時計周りを正方向として＋４５
°になるように配置されている。また、第２光源としての照射用ＬＥＤ４２Ｂは、第２光
源の光軸を記録紙に投影した直線が記録紙の搬送方向に対して－４５°になるように配置
されている。つまり、２つの光源の光軸は、搬送方向下流側から見て逆ハの字型に配置さ
れている。図８（ｃ）に示すように、これら２つの光源からの光は記録紙Ｐの表面に対し
て１５°の角度で、記録紙搬送方向と直交する同一直線上の２つの領域を照射している。
ＣＭＯＳラインセンサ４３Ｌおよび結像レンズアレイ４４Ａは、それらの長手方向が記録
紙搬送方向と直交するように設置されている。そして、照射用ＬＥＤ４２Ａ、４２Ｂが照
射する記録紙搬送方向と直交する直線上に配置された２つの光照射領域（第１光照射領域
及び第２光照射領域）を撮影可能である。ここで、第１光照射領域と第２光照射領域は異
なる領域である。
【００４８】
　遮光板４６は、記録紙搬送方向と平行に設けられている板状部材である。遮光板４６は
、照射用ＬＥＤ４２Ａからの光が照射する第１光照射領域を照射用ＬＥＤ４２Ｂからの光
が照射することを遮り、また、照射用ＬＥＤ４２Ｂからの光が照射する第２光照射領域を
照射用ＬＥＤ４２Ａからの光が照射することを遮る。また、遮光板４６は、照射用ＬＥＤ
からの光が照射したときに遮光板４６の表面で乱反射してしまうのを防止するために黒色
の部材が用いられている。更には、遮光板４６の表面で正反射することも防止するために
その表面をマット処理しておくと望ましい。
【００４９】
　記録紙Ｐの表面凹凸状態（表面平滑性）を反映した陰影情報を含む領域の反射光は、結
像レンズアレイ４４Ａによって集光されてＣＭＯＳラインセンサ４３Ｌによってライン画
像として撮像される。ＣＭＯＳラインセンサ４３Ｌはライン画像として撮像したライン内
の画素毎に反射光量に応じて変化する映像電圧信号を検出し、駆動・演算部４０Ｃに出力
する。検出手段としての駆動・演算部４０Ｃは、ＣＭＯＳラインセンサ４３Ｌから出力さ
れた映像電圧出力信号を受け取るとこれをＡ－Ｄ変換し、変換後のデジタル信号（明度情
報）を検出する。記録紙Ｐを搬送方向に移動させながら、このような一ライン毎の撮像動
作を行いつつ、デジタル信号（明度情報）を逐次つなぎ合わせることによりエリアとして
の明度情報が作成される。ここで、駆動・演算部４０Ｃは、エリアとしてのデジタル信号
（明度情報）からコントラスト（明度差）を算出し、制御部１０へ出力する。つまり、検
出手段としての駆動・演算部４０Ｃは、撮像手段としてのＣＭＯＳラインセンサ４３Ｌに
よって撮像されたライン画像を逐次つなぎ合わせたエリアの明度情報から算出したコント
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ラストを検出している。ここで、ＣＭＯＳラインセンサ４３Ｌ及び駆動・演算部４０Ｃは
、記録紙表面検出装置４０に備えられている。
【００５０】
　本実施形態に用いたＣＭＯＳラインセンサ４３Ｌは有効画素長（長手方向）が２０ｍｍ
で解像度は６００ｄｐｉである。制御部１０は、記録紙Ｐを搬送手段であるレジストロー
ラ対１９ａ、１９ｂに挟持されながら二次転写ニップ部に搬送されるまでの間に、搬送方
向に５ｍｍ移動させながら前述した一ライン毎の撮像動作を行う。つまり、ＣＭＯＳライ
ンセンサ４３Ｌは、記録紙Ｐの表面の第１光照射領域内における所定サイズの画素と、記
録紙Ｐの表面の第２光照射領域内における所定サイズの画素とを結ぶラインをライン画像
として撮像するものである。そして、ＣＭＯＳラインセンサ４３Ｌは、搬送手段としての
レジストローラ対１９ａ、１９ｂが記録紙Ｐを搬送している状態で、記録紙Ｐの表面を順
次撮像している。これによって、記録紙表面における縦５ｍｍ×横２０ｍｍのエリアの明
度情報を６００ｄｐｉ×６００ｄｐｉの解像度で得ることができる。ここで、ラインセン
サとは、縦に１画素、横に複数画素のライン情報を撮像可能なセンサのことをいう。なお
、デバイスとしては、このようなラインセンサを縦方向に複数並べて複数ラインの情報を
同時に撮像可能なセンサとして利用することもできる。このように、ラインセンサを用い
ることによって、記録紙Ｐを搬送しながら記録紙表面を撮像することができるので、記録
紙Ｐを停止させた状態で撮像する場合に比べて、画像形成装置のスループットを損なわず
、記録紙の表面状態を検出することができる。
【００５１】
　一ライン毎の撮像動作を順次行うことによって得られたエリア画像のうち、半分の５ｍ
ｍ×１０ｍｍのエリアは照射用ＬＥＤ４２Ａの照射によって生じた陰影像であり、残り半
分の５ｍｍ×１０ｍｍのエリアは照射用ＬＥＤ４２Ｂの照射によって生じた陰影像である
。駆動・演算部４０Ｃは、照射用ＬＥＤ４２Ａ，４２Ｂの照射によって各々得られた半分
のエリア画像から更にその中心付近５ｍｍ×５ｍｍのエリアを抽出する。例えば、第一実
施形態で説明したものと同様な手法で得たＡ４サイズの紙（１）を検出した場合に得られ
る２つの表面画像は、図９（ａ）及び図９（ｂ）のようになる。駆動・演算部４０Ｃは、
第一実施形態で説明したものと同様な手法により解析することで記録紙Ｐの表面凹凸状態
を検出する。制御部１０は、その検出結果から最適な転写バイアスや定着温度といった画
像形成手段の画像形成条件を制御する。
【００５２】
　以上のように、本実施形態では、第一実施形態と同様に、２つの光源の異なる２方向か
らの光が照射した領域をそれぞれ撮像する構成とした。このため、記録紙の繊維配向方向
に対する検出結果の依存性が低くなり、検出結果のばらつきを軽減でき、判別精度を向上
させることができる。
【００５３】
　更に加えて、本実施形態においては、遮光板４６を設けているため、所定の一方向から
の光がそれぞれ照射される第１光照射領域及び第２光照射領域に、他方向からの光が照射
してしまうことを遮り、判別精度の低下を抑えることができる。
【００５４】
　なお、本実施形態においては、遮光手段として記録紙搬送方向に平行に設置した遮光板
４６を用いる構成としたが、これに限られるものではない。例えば本実施形態の変形例１
として図１０に示すように、記録紙搬送方向に非平行に設置され、スリットを有する遮光
板４７を遮光手段として用いても良い。遮光板４７は、照射用ＬＥＤ４２Ａからの光が第
１光照射領域に到達するまでの第１光路上に設けられた第１スリット４７Ａと、照射用Ｌ
ＥＤ４２Ｂからの光が第１光照射領域に到達するまでの第１光路上に設けられた第２スリ
ット４７Ｂと、を有している。このようなスリットを有する遮光板４７を用いることによ
り、照射用ＬＥＤの指向性に対する制約が緩和されるので、照射用ＬＥＤ（光源）の光軸
調整が容易になり、光源の選択肢も広がるというメリットがある。
【００５５】
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　また、第一実施形態の変形例として図７に示したような、２つの照射用ＬＥＤの光軸を
交差させる記録紙表面検出装置に、スリットを有する遮光板を用いることも可能である。
図１１に、本実施形態の変形例２としての遮光板を有する記録紙表面検出装置を示す。こ
の場合には、第１光路と第２光路とが交差する位置に１つのスリット４８Ａを有する遮光
板４８を設けている。この構成により、図７に示す第一実施形態の変形例と同様に、２つ
の照射用ＬＥＤの光軸を交差させることで、記録紙表面検出装置の小型化を図ることがで
きる。図１１に示した構成では図１０の構成に比べて記録紙装置幅を約４割削減すること
ができた。更に、この構成によれば、遮光板４８に１つのスリット４８Ａを設けるだけで
２つの異なる方向からの光路を遮ることができるので、スリットを設け、かつ、スリット
のエッジを精度良く加工するためのコストを低減することができる。
【００５６】
　但し、本実施形態の変形例２の構成にした場合には、図１７に示すように照射用ＬＥＤ
４２Ａからの光が第２光照射領域を、また照射用ＬＥＤ４２Ｂからの光が第１光照射領域
を、それぞれ直接照射してしまう恐れがある。よって、これを防ぐために、照射用ＬＥＤ
４２Ａ、４２Ｂの配置とスリットを有する遮光板の配置を工夫する必要がある。また、図
１７図１８に示すように、照射用ＬＥＤ４２Ａ、４２Ｂからの光が遮光板４８や記録紙表
面検出装置４０の壁面で多重反射を起こした後にスリットを通過してしまい、得られる陰
影像のコントラストを低下させてしまう恐れもある。
【００５７】
　これらの現象を抑制する手段として、２つの遮光板を有する記録紙表面検出装置を図１
２に示す。図１２に示す記録紙表面検出装置４０では、図１１に示す遮光板４８に加えて
、２つの照射用ＬＥＤ４２と遮光板４８との間に第２遮光板４９を設けている。ここで、
第２遮光板４９は、照射用ＬＥＤ４２Ａからの光が第１光照射領域に到達するまでの第１
光路上に設けられた第１スリット４９Ａと、照射用ＬＥＤ４２Ｂからの光が第２光照射領
域に到達するまでの第２光路上に設けられた第２スリット４９Ｂとを有している。この構
成により、所定の一方向からの光がそれぞれ照射する第１光照射領域及び第２光照射領域
に他方向からの光が照射してしまうことを抑制し、判別精度の低下を抑えることができる
。
【００５８】
　＜第四実施形態＞
　本実施形態による記録紙表面検出装置４０について説明する。図１３は本実施形態にお
ける表面凹凸状態を撮像するための概略構成を示す図であり、（ａ）は斜視図、（ｂ）は
上面図、（ｃ）は側面図である。
【００５９】
　本実施形態による記録紙表面検出装置４０は、光源である照射用ＬＥＤ４２Ａ、４２Ｂ
撮像手段であるＣＭＯＳラインセンサ４３Ｌ、及び結像手段である結像レンズアレイ４４
Ａを備える。また、照射用ＬＥＤ４２Ａ、４２Ｂからの光を記録紙表面に導くライトガイ
ドとしての導光体４５、を備える。その他の構成は第一、第二、第三実施形態と同様であ
り説明は省略する。
【００６０】
　本実施形態に用いる光源としての照射用ＬＥＤ４２Ａ、４２Ｂは、スタンダードタイプ
のチップ型白色ＬＥＤ（日亜化学工業製：型番ＮＳＳＷ１００ＣＴ）を用いている。照射
用ＬＥＤ４２Ａ、４２Ｂから出射した光は導光体４５に入射した後、導光体４５内の反射
、屈折の作用によって記録紙Ｐの表面に対して１５°の角度で、記録紙搬送方向と直交す
る同一直線上の２箇所を照射している。
【００６１】
　ＣＭＯＳラインセンサ４３Ｌおよび結像レンズアレイ４４Ａはそれらの長手方向が記録
紙搬送方向と直交するように設置されている。そして、照射用ＬＥＤ４２Ａ、４２Ｂが照
射する記録紙搬送方向と直交する同一直線上の２つの光照射領域（第１光照射領域及び第
２光照射領域）を撮影可能に設置されている。ここで、第１光照射領域と第２光照射領域



(14) JP 2012-181555 A 2012.9.20

10

20

30

40

は異なる領域である。
【００６２】
　このような構成の記録紙表面検出装置４０を、第三実施形態で説明したのと同様に動作
させることで、記録紙Ｐの表面状態を検出し、その検出結果から最適な転写バイアスや定
着温度といった画像形成手段の画像形成条件を制御している。
【００６３】
　以上のように、本実施形態では、第一、第二、第三実施形態と同様に、２つの光源の異
なる２方向からの光が照射した領域をそれぞれ撮像する構成とした。このため、記録紙の
繊維配向方向に対する検出結果の依存性が低くなり、検出結果のばらつきを軽減でき、判
別精度を向上させることができる。
【００６４】
　更に加えて、本実施形態においては、ライトガイドを介して照射用ＬＥＤからの光を記
録紙表面に照射する構成とすることで、ライトガイド内で光路を稼ぐことができるので記
録紙表面検出装置の小型化が図れる。例えば図１３に示した検出装置では、図１１の検出
装置の縦幅Ｄに比べて約４割削減した縦幅（Ｄ×０．６）にすることができた。また、ラ
イトガイドの使用により照射用ＬＥＤとして安価なチップ型のものを用い、かつ、撮像手
段（エリアセンサ・ラインセンサ）と同一基板上に設置することが可能となるので、コス
トダウンを図れる。
【００６５】
　次に、本実施形態の変形例としての記録紙表面検出装置４０を図１４に示す。図１４（
ａ）は紙搬送方向下流側からみた正面図、図１４（ｂ）は側面図である。図１４に示すよ
うに、導光体４５の光入射面には、照射用ＬＥＤ４２Ａ、４２Ｂからの光にそれぞれ対応
し、断面が曲率を持った第１レンズ部４５Ａ及び第２レンズ部４５Ｂを設けている。この
導光体４５のレンズ部４５Ａ、４５Ｂにより、照射用ＬＥＤ４２Ａ、４２Ｂから出射した
光はそれぞれ平行な光に揃えられる。この構成により、検出装置４０の横幅方向において
２つの照射用ＬＥＤが配置される間隔を狭めることが可能となるので、記録紙表面検出装
置の更なる小型化を図ることができる。例えば図１４に示した検出装置では、図８の検出
装置の横幅Ｗに比べて約半分の横幅（Ｗ×０．５）にすることができた。更に、導光体４
５の光入射面に平行化機能を持ったレンズ部４５Ａ、４５Ｂを設けることで、照射用ＬＥ
Ｄから出射した発散光を平行化して記録紙表面に対して斜めに照射できる。このため、Ｓ
／Ｎ比（信号対雑音比）の改善や高速化を図るのに十分な光量を確保することが可能とな
り、記録紙の表面凹凸状態を反映した陰影を際立たせることができる。
【００６６】
　以上、本発明を適用可能な実施形態について説明したが、本発明は上記実施形態に何ら
限定されるものではなく、本発明の技術思想内であらゆる変形が可能である。
【符号の説明】
【００６７】
　４０　記録紙表面検出装置
　４０Ｃ　駆動・演算部（検出手段）
　４２Ａ、４２Ｂ　照射用ＬＥＤ（第１光源及び第２光源）
　４３Ａ、４３Ｂ　ＣＭＯＳエリアセンサ（撮像手段）
　４３Ｌ　ＣＭＯＳラインセンサ（撮像手段）
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